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第１章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

我が国においては、平成１１（１９９９）年６月に「男女共同参画社会基本法」

が制定され、「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の

実現」を目指し、男女共同参画の取り組みがスタートしました。 

本市においては、平成１３（２００１）年に「高崎市男女参画計画（第１次計画）」

を策定しました。その後２回の改定を経て、平成３０（２０１８）年「高崎市第４

次男女共同参画計画」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた施策の推進に取

り組んできました。 

男女共同参画推進においては、依然として残る固定的な性別役割分担意識の解

消や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進、あらゆる分野におけ

る女性の参画推進など多くの課題があります。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の拡大により、人々の生命や生活、経済、社

会、さらには、行動・意識・価値観にまで及ぶ大きな影響を受けました。 

このようななか、第４次計画の計画期間が令和４（２０２２）年度で終了するこ

とから、高崎市男女共同参画審議会の答申、また、令和３（２０２１）年度に実施

した男女共同参画に関する「市民アンケート」・「事業所調査」の結果や第４次計画

の評価を踏まえ、「高崎市第５次男女共同参画計画」を策定しました。 

２ 計画の位置づけ 

■「高崎市男女共同参画推進条例」第９条第１項に基づき、本市の男女共同参画施

策を総合的かつ計画的に推進するための計画です。 

■高崎市第６次総合計画や他の個別計画との整合性を持たせた計画です。 

■「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に基づく、男女共同参画社会の促進

についての市町村計画です。 

■「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」第

２条の３第３項に基づく、市町村基本計画を含む計画です。 

■「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条

第２項に基づく、市町村推進計画を含む計画です。 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和５（２０２３）年度から令和９（２０２７）年度までの５

年間とします。 

なお、計画期間中に社会情勢の変化があった場合は、必要に応じて計画の見直し

を行います。 

 

４ 計画策定の背景 

（１）国の動き 

昭和５０（１９７５）年、国は総理府に婦人問題企画推進本部を設置し、同年開

催の「国際婦人年世界会議」で採択された「世界行動計画」を受け、昭和５２（１

９７７）年に「国内行動計画」を策定し、昭和６０（１９８５）年には「女子に対

するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」の批准を契機に、国際的な潮流に呼

応した取組を推進することになりました。 

平成１１（１９９９）年６月に「男女共同参画社会基本法」を制定し、男女共同

参画社会の実現を２１世紀の我が国における取り組むべき重要課題と位置づけて

います。この「男女共同参画社会基本法」に基づき、平成１２（２０００）年に「男

女共同参画基本計画」を策定しました。改定を重ね、令和２（２０２０）年１２月

に「第５次男女共同参画基本計画」が策定されました。 

平成２７（２０１５）年８月には「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（女性活躍推進法）」が成立し、事業主に女性の採用や登用などのための

行動計画の策定を義務付けました。同法は令和元年（２０１９年）に改正され、

民間事業所の対象が拡大されました。国・自治体・企業が一丸となって女性の活

躍を推進してきました。 

また、女性に対する暴力の根絶に向けて、平成１２（２０００）年に「ストーカ

ー行為等の規制等に関する法律」、平成１４（２００２）年には「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」を施行しました。特に

ＤＶ防止法は改正を重ね、配偶者からの暴力の定義の拡大や保護命令の対象範囲

の拡充、地方公共団体における基本計画の策定など、被害者の保護と自立支援に向

けた取組の充実を図っています。 

 平成３０（２０１８）年５月には、国や地方の議員選挙において政党等の政治活

動の自由を確保しつつ、男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指す

「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が制定されました。 

 令和２（２０２０）年５月には、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同

参画の視点から防災・復興ガイドライン～」が策定され、同年６月には、「性犯罪・
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性暴力対策の強化の方針」が決定されるなど、あらゆる施策に対し、男女共同参画

の視点の反映や困難に直面する女性への支援に向けた取組の充実を図っています。 

 

（２）群馬県の動き 

群馬県では、国際的な動きや国の「国内行動計画」策定などを背景として、昭和

５５（１９８０）年に女性施策の基本方針を明らかにした初めての計画である「新

ぐんま婦人計画」を、平成５（１９９３）年には「新ぐんま女性プラン」を策定し、

女性施策の推進体制の整備を行い様々な施策を展開してきました。 

平成１３（２００１）年には「男女共同参画社会基本法」の規定に基づき、「ぐ

んま男女共同参画プラン」を策定し、平成１６（２００４）年には「群馬県男女共

同参画推進条例」を制定しています。その後、この条例の趣旨や理念を踏まえ、平

成１８（２００６）年に「群馬県男女共同参画基本計画（第２次）」を策定、令和

３（２０２１）年には、「群馬県男女共同参画基本計画（第５次）」を策定し、社会

情勢の変化に対応した着実な取組を推進してきました。 

また、平成２１（２００９）年には、男女共同参画社会づくりの拠点となる「ぐ

んま男女共同参画センター（愛称：とらいあんぐるん）」を設置し、県民との協働

による男女共同参画社会の基盤づくりが一層進むことになりました。 

さらに、平成２７（２０１５）年には、女性の活躍を地域ぐるみで応援するため

「ぐんま女性活躍大応援団」を設置し、「群馬県男女共同参画社会づくり功労者表

彰」および「ぐんま輝く女性表彰」制度を設け、男女共同参画推進及び女性活躍の

推進を図っています。 
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（３）高崎市の現状 

 令和３（２０２１）年７月に実施した男女共同参画に関する「市民アンケート」・

「事業所調査」の主な結果概要は以下のとおりです。（調査結果は資料集参照） 

   ※前回調査：平成２８（２０１６）年度実施 

■市民アンケート 

○男女平等について 

学校における平等意識は５割と高いものの、家庭生活や職場、社会全体で

は「男性のほうが優遇されている」と認識している傾向が引き続き見られま

す。 

○結婚・家庭生活について 

「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきである」という「固定的な役割分担

意識」については、男女とも「反対」と答えた割合が前回調査より増加し、

６割を超えています。 

○家庭における役割分担について 

家事労働については、依然「女性」への負担が大きい状況となっていま

す。主たる収入は、「男性」が７割を超えています。 

「子育て」は前回調査から「男女同じくらい」は２割と変化が見られませ

んでした。 

○女性の就労について 

  前回調査と比較すると、「結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事を続けるの

がよい」は、男女とも増加しています。 

○職場や働き方について 

  男女とも「男性は育児休業や介護休業を利用しにくい慣習や雰囲気があ

る」が高くなっています。 

○男性の育児休業について 

  前回調査と比較すると、「男性も積極的に取得するほうがよい」は、男女と

も増加しています。 

○ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）について 

  ４種類の暴力（身体的暴力、精神的・社会的暴力、性的暴力、経済的暴

力）のうち、１種類でも被害経験があるのは、女性で３割以上、男性は１割

以上となっており、前回調査より男女とも増加しています。 

〇新型コロナウイルス感染拡大の影響について 

  男女ともに「特に変わらない」と答えた人が５割以上でした。 

また、「仕事がなくなったり、少なくなって収入が減った」とマイナス面の

回答がある一方で「家族といる時間が増えて会話が増えた」というプラス面

での回答もほぼ同程度ありました。 
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■事業所調査 

○男女共同参画への取組について 

「業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修を実施してい

る」「男女共に仕事と家庭を両立させるための制度を充実させている」が高く

なっており、前回調査と比較して、職場における男女平等に向けた全ての取

組が増加しています。 

 ○ポジティブ・アクションについて 

女性の職域拡大や管理職登用の取組は、「特になし」と答えた事業所が４割

を超えており、女性の活躍が進まない状況にあります。 

 ○ハラスメントについて 

   事業所の６割以上でハラスメント防止のための規定があると回答し、前回

調査より増加しています。ハラスメント防止の取組については、「相談や苦

情に対する窓口・担当者を定めている」との回答が５割を超え、何らかの取

組を行っている事業所が増加しています。 

 ○育児・介護休業制度について 

   育児休業制度については８割を超える事業所が「規定がある」と回答して

います。介護休業制度については、「規定がある」事業所は約６割となって

おり、未だ規定されていない事業所が３割以上ある状況になっています。 

〇新型コロナウイルス感染症対策の影響での働き方改革について 

コロナウイルス感染症対策として働き方改革への「取組が進んだ」事業所は、

４割。「以前から取り組んでいた」事業所と合わせると、取組を行っている事

業所は、６割となっています。 

  「取組が進んだ」「取り組んでいた」と回答した事業所の取組は、「有給休暇の

取得励行」が６割、次いで「在宅勤務、テレワーク」「時間外勤務の軽減」が４

割となっています。 
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５ 本計画で強調した視点 

「市民アンケート」「事業所調査」の結果を通して見えてきた高崎市の現状を踏

まえて、以下の４つの課題を柱にし、計画を展開します。 

（１） 男女共同参画意識のさらなる浸透 

「市民アンケート」では、「夫は仕事、妻は家庭」という考え方を否定する人の

割合は、調査ごとに増加しており、性別による役割分担意識の解消は、一定の効果

が見られます。 

しかしながら、男女の平等感は、未だ多くの場面で「男性が優遇されている」と

の認識が多くなっています。また、家事において女性の負担が大きいことや男性が

一家の生計の担い手として責任を負っている現状に変化は見られません。 

固定的な性別役割分担意識や「普通はそうだ」「こうあるべきだ」「どうせ無理だ」

などの無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）は、依然として根強く残っ

ています。 

誰でもが自分の個性や能力を発揮できる社会にするためには、社会的・文化的に

形成された性別による慣習や慣行、無意識の思い込みの解消や制度の見直しが行

われるよう継続的して男女共同参画意識の醸成への取組が重要です。 

（２） 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

「市民アンケート」で、「家庭生活」「仕事」「地域活動」の優先度の希望（理想）

と現実（現状）について質問しています。希望（理想）では、国や県は「仕事と家

庭生活」と複数回答をしている人の割合が高くなっているのに対し、本市では「家

庭生活」の割合が圧倒的に高いのが特徴的です。これは性別や年代別で見ても同様

の傾向にあります。一方、現実（現状）では、男女ともに「仕事」を優先せざるを

得ない現状があり、特に子育て世代の３０、４０歳代男性は、理想と現実の乖離が

顕著に見られます。 

 ワーク・ライフ・バランスの実現のためには、長時間労働の解消や多様な働き方

が選択できる「働き方改革」の推進、安心して子育てや介護ができる環境整備など、

官民一丸となって取り組んでいくことが重要です。 

男性への育児休業の取得や家庭生活への参画の促進などの働きかけを行い、仕

事や家庭生活、地域活動等を男女が協力して両立していく意識の醸成も重要と言

えます。 

また、意識の変容が実践的な行動へとつながるよう官民ともに一層の働きかけ

が必要です。 
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（３）職業生活における女性の活躍推進 

「市民アンケート」では、男女ともに「結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事を

続けるのがよい」と答える人の割合は、調査ごとに増加しており、実際に共働き家

庭が増加しています。一方「事業所調査」では、男女の労働者間格差を解消するた

めのポジティブ・アクションの取組について、前回の平成２８（２０１６）年度調

査から変わらず１割にとどまっています。 

市民意識の変化に加え、少子高齢化により労働力人口が減少するなか、女性の職

業生活における活躍の推進がますます求められています。 

事業所においては、男女間格差が生じていないか、その格差が慣行や性別役割分

担意識に根ざしていないかなど、一層意識啓発することが重要です。 

女性がその能力を十分に発揮し、ライフステージに合わせた柔軟で多様な働き

方ができるよう市民や事業所へ情報提供や講座を実施するなど、仕事と生活が両

立できる環境の整備を推進していく必要があります。 

 

（４）配偶者等からの暴力の防止と被害者支援の強化 

いかなる暴力も重大な人権侵害であるとの認識を持ち、その発生と被害防止の

ための啓発事業を展開する必要があります。 

「市民アンケート」で、ＤＶについては、一つでも被害を受けた人は前回の平成

２８（２０１６）年度アンケートと比較しても増加しています。さらに被害経験が

あると回答した人の相談先を見ると、「どこ（だれ）にも相談しなかった」が５割

以上、次いで家族や親戚、知人や友人など自分に身近な存在に相談しているのが現

状で、公的機関への相談はわずかとなっています。 

ＤＶ被害に関しては、配偶者暴力相談支援センターが中心となり、関係機関・団

体と連携しながら、発見や保護、自立まで切れ目のない支援を行うことが重要で

す。 

また、ＤＶが子どもに及ぼす影響が深刻であるため、被害者がより早く公的機関

への相談し、支援につながるよう多様な形態による周知が課題となります。 

7



 

第２章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の構成 

  本計画の取り組むべき事業については、基本構成については概ね第４次計画

を継承し、「基本目標」、「基本方針」、「基本課題」により構成されます。 

 

■基本目標Ⅰ～Ⅲ 

高崎市における男女共同参画社会を形成するために必要な目標で、３つの分野

を設けています。  

 

■基本方針１～９ 

  基本目標を達成するために必要な方針で、９の項目を設けています。 

 

■基本課題(１)～(１７) 

基本目標と基本方針ごとに、具体的に取り組むべき１７の項目を設けています。 
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２ 計画の基本目標 

これまでの計画の基本的な考え方を引き継ぐとともに、さらなる男女共同参画

社会の形成を推進するため、次の３つの基本目標において施策を展開します。 

■基本目標Ⅰ  男女平等の意識づくり 

家庭や職場、学校などあらゆる場面で、固定的な性別役割分担意識や無意識の

思い込みにとらわれることなく、誰もが個性や能力を生かすことができるよう、

男女平等や男女共同参画について、様々な機会を通してわかりやすく広報や啓発

活動を行います。 

また、すべての人が性別にとらわれず個人として尊重される社会を実現するた

め、性の多様性を認識し理解を深めるための啓発を行います。 

■基本目標Ⅱ  男女共同参画による社会づくり 

社会における多様な問題に対処するためには、男女双方の意見が反映されるこ

とが重要なことから、あらゆる分野における政策・方針決定の場への女性の積極

的な参画を推進します。 

また、市民一人ひとりがワーク・ライフ・バランスを図り、子育て・介護の時

間や地域、自己研鑽のための時間を確保できるよう、人生の各段階に応じた多様

な生き方や働き方が選択できる社会づくりの推進に努めます。  

■基本目標Ⅲ  安心して暮らせる環境づくり 

いかなる暴力も重大な人権侵害であるとの認識を持ち、暴力の根絶を目指した

啓発を行います。ＤＶ被害に関しては、配偶者暴力相談支援センターが関係機関・

団体と連携し、発見から保護、自立まで切れ目のない支援を行います。 

また、災害時には女性や子育て家庭のニーズが避難所運営等に反映されにくい

などの指摘があるため、男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進を図り

ます。 
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３ 計画の体系 

基本目標 基本方針 基本課題（実施施策） 

Ⅰ 

男女平等の

意識づくり 

１ 男女平等・男女共

同参画の意識づく

り       

※１ 

（１）男女平等・男女共同参画の意識づくりの

ための啓発の展開 

（２）事業所における男女平等・男女共同参画

の取組の促進 

（３）性の多様性に関する理解の促進 

２ 男女平等教育の推

進 
（４）学校教育等における男女平等教育の推進 

Ⅱ 

男女共同参

画による社

会づくり 

３ あらゆる分野にお

ける女性の参画拡

大       

※１ 

（５）附属機関等への女性の参画の推進              

（６）事業所における女性の人材育成と登用の

促進 

（７）自営や起業における女性の活躍の促進 

４ 仕事と生活の両立

支援      

※１ 

（８）ワーク・ライフ・バランスの推進 

（９）事業所におけるワーク・ライフ・バラン

スの取組の促進 

５ 「働き方改革」・「柔

軟な働き方」の推

進       

※１ 

（10）多様な働き方の促進と就労支援 

（11）子育て支援・介護サービスの充実 

６ 地域活動等におけ

る男女共同参画と

支援 

（12）地域活動・市民活動の運営等における男

女共同参画の推進 

（13）市民活動への支援とネットワークの促進 

Ⅲ 

安心して暮

らせる環境

づくり 

７ あらゆる暴力の根

絶       

※２ 

（14）女性に対する暴力の根絶のための啓発 

（15）配偶者等からの暴力被害者支援の充実 

８ 自立支援の取組 
（16）困難を抱えた人々が自立するための相

談・支援体制の充実 

９ 防災分野における 

取組の推進 
（17）防災における男女共同参画の推進 

※１女性活躍推進法に基づく推進計画  ※２ＤＶ防止法に基づく基本計画 
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第３章 施策の展開 

 

基本目標Ⅰ 男女平等の意識づくり 

◆基本方針１ 男女平等・男女共同参画の意識づくり 

固定的な性別役割分担意識や慣習、無意識の思い込みにとらわれることなく、誰も

が個性や能力を生かすことができるよう、男女平等や男女共同参画について、様々な

機会を通してわかりやすく広報や啓発活動を行います。 

また、すべての人が性別にとらわれず個人として尊重され、多様性を認め合う社会

を実現するため、性の多様性に関する理解を深めるための啓発を行います。 

事業所に対しては、性別にかかわりなく働きやすい職場環境づくりを進めるため、

雇用の均等や待遇の確保、あらゆるハラスメントの防止などを働きかけます。 

 

◇基本課題（１） 男女平等・男女共同参画の意識づくりのための啓発の展開 

施  策 内   容 担 当 課 

１意識啓発のためのセ

ミナーなどの展開 

男女平等・男女共同参画への関心

と理解を高めるため、様々なテー

マのもと、セミナーなどの啓発活

動を展開します。 

人権男女共同参画課 

 

２広報紙などによる情

報の提供 

広報紙やホームページの活用によ

り、意識啓発のための情報提供を

実施します。 

人権男女共同参画課 

３市の刊行物における

表現の配慮 

市が発行する刊行物等の言葉やイ

ラストなどの表現について、男女

共同参画の視点に配慮します。 

人権男女共同参画課 

◇基本課題（２） 事業所における男女平等･男女共同参画の取組の促進 

施  策 内   容 担 当 課 

４事業所に対する雇用

の均等や待遇の確

保、ハラスメント防

止等の促進 

雇用の均等や待遇の確保、あらゆ

るハラスメントの防止など、男女

が働きやすい職場環境のための働

きかけを行います。 

人権男女共同参画課 
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５市職員に対する意識

啓発のための研修の

実施 

市職員向けに男女共同参画の意識

啓発やハラスメントの防止研修を

行います。 

職員課 

人権男女共同参画課 

 

◇基本課題（３） 性への多様性に関する理解の促進 

施  策 内   容 担 当 課 

６性の多様性に関する

理解の促進 

性的指向・性自認を理由とした偏

見や差別をなくすため、多様な性

のあり方についての理解を深める

ための啓発を行います。 

人権男女共同参画課 

 

◆基本方針２ 男女平等教育の推進 

教育・保育の関係者に対し、固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みを解消

し、男女平等や男女共同参画の理解を深めるための啓発や情報提供を行い、次代を担

う子どもたちが、個性と能力を発揮し健やかに育っていくための男女平等教育を継続

的に行います。 

 

◇基本課題（４） 学校教育等における男女平等教育の推進 

施  策 内   容 担 当 課 

７幼稚園・小学校・中学

校の教職員への意識

啓発 

幼稚園・小学校・中学校の教職員

に対して、男女平等・男女共同参

画意識の啓発を行います。 

学校教育課 

教育センター 

人権男女共同参画課 

８保育関係者への意識

啓発 

保育士等に対して、男女平等・男

女共同参画意識の啓発を行いま

す。 

保育課 

人権男女共同参画課 

９男女混合名簿の継続 

 

幼稚園・小学校・中学校全校への

男女混合名簿を継続し、活用しま

す。 

学校教育課 

10 児童生徒に対する啓 

 発 

男女平等・男女共同参画の意識づ

くりのため、児童生徒の年齢に応

じた意識啓発を行います。 

人権男女共同参画課 
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基本目標Ⅱ 男女共同参画による社会づくり 

 

◆基本方針３ あらゆる分野における女性の参画拡大 

政策・方針決定過程への女性の参画は、多様な意見を反映させるために重要なこと

から、引き続き、審議会等の附属機関をはじめ社会の責任ある立場への女性の参画を

推進します。 

また、事業所に対しては、これまでの慣行や性別による役割分担意識を解消し、女

性の職域拡大や人材育成、管理職の登用などを働きかけます。 

女性が主体的に参画への意識と能力を高め、広く社会において活躍できるよう、人

材育成等の支援に努めます。 

 

◇基本課題（５） 附属機関等への女性の参画の推進 

施  策 内   容 担 当 課 

11 審議会等附属機関へ

の女性委員の登用の

推進 

市の審議会等の附属機関に占める

女性委員の割合が増えるよう、引

き続き推進します。 

人権男女共同参画課 

12 農業委員に占める女

性委員の増加の推進 

女性農業者の意見を審議に生かす

ため、女性委員の就任を推進しま

す。 

農業委員会事務局 

 

◇基本課題（６） 事業所における女性の人材育成と登用の促進 

施  策 内   容 担 当 課 

13 事業所における女性

の人材育成と登用の

促進 

広報紙などにより、女性の人材育

成と積極的な管理職への登用につ

いて、働きかけます。 

人権男女共同参画課 

14 市役所における男女

の偏らない職員採用

と職域の拡大 

男女の比率が偏らない職員採用

と、職域の拡大を進めます。 

職員課 

15 市役所における女性

の管理職登用の推進 

多様な視点や能力を市政に活かす

ため、管理職への女性の積極的な

登用を推進します。 

職員課 
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◇基本課題（７） 自営や起業における女性の活躍の促進 

施  策 内   容 担 当 課 

16 創業支援セミナーの

実施及び起業に関す

る情報の提供 

創業支援セミナーの実施や起業に

関する情報提供により、起業を考

えている女性への支援を行いま

す。 

産業政策課 

人権男女共同参画課 

17 創業者のための融資

制度の周知 

市などの融資制度について、起業

を考えている女性への周知を図り

ます。 

商工振興課 

18 農業経営における家

族経営協定締結の促

進 

女性が農業経営において意欲と能

力を存分に発揮できる環境づくり

のため、協定締結を促進します。 

農業委員会事務局 

 

◆基本方針４ 仕事と生活の両立支援 

性別にかかわらず誰もがやりがいや充実感を感じて働くことができ、ライフステー

ジに応じて多様な生き方を選択できる社会の実現に向けて推進します。 

家庭生活では、いまだに女性の負担が大きいことが現状にあります。仕事と生活の

両立は社会全体の問題と捉え、男性の働き方を見直し、家事や育児・介護などに積極

的に関わることができるよう、市民や事業所に広く啓発を行うとともに、育児や介護

のために必要な休業制度などの情報提供に努めます。 

 

◇基本課題（８） ワーク・ライフ・バランスの推進 

施  策 内   容 担 当 課 

19 男性の家事・育児・

介護への参画意識の

醸成 

男性への育児や介護休業制度の周

知を図り、情報提供を実施すると

ともに、男性の家事・育児・介護

への参画をテーマにした啓発活動

を行い、男性の理解の促進や意識

改革を図ります。 

人権男女共同参画課 

20 男性の生活力・自活

力を高めるための講

座の開催 

男性も家事や育児・介護などに主

体的にかかわるための講座を開催

します。 

人権男女共同参画課 

中央公民館 

健康課 
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21 女性のワーク・ライ

フ・バランスを推進す

る講座の開催 

女性のワーク・ライフ・バランス

を推進し、仕事と家庭生活の両立

や自己研鑽を図る講座を開催しま

す。 

人権男女共同参画課 

 

22 マタニティクラスの

開催 

妊娠中に具体的な子育ての方法を

学び、父親が主体的に子育てに参

加するための講座を開催します。 

健康課 

23 育児・介護休業制度

の周知と情報の提供 

広報紙などにより、育児や介護休

業制度の周知を図り、ワーク・ラ

イフ・バランスを目指し、情報提

供を実施します。 

人権男女共同参画課 

産業政策課 

 

◇基本課題（９） 事業所におけるワーク・ライフ・バランスの取組の促進 

施  策 内   容 担 当 課 

24 育児・介護休業制度

の導入と、取得しやす

い環境づくりの促進 

事業所に対して、制度の導入を促

進し、育児・介護休業を取得しや

すい環境づくりを働きかけます。 

人権男女共同参画課 

産業政策課 

25 長時間労働の是正と

男性の育児休業取得

の推進 

 

事業所に対して、長時間労働の是

正とともに、男性の育児・介護休

暇及び休業を取りやすい環境づく

りと制度の周知を推進します。 

人権男女共同参画課 

産業政策課 

26 市役所職員の育児・

介護に関する休暇及

び休業取得の推進 

市男性職員の育児・介護休暇及び

休業を取りやすい環境づくりと制

度の周知を推進します。 

職員課 

 

◆基本方針５ 「働き方改革」・「柔軟な働き方」の推進 

生き方や価値観が多様化するなか、ライフステージにあわせた柔軟で多様な働き方

を選択し、個々の能力が十分に発揮できるよう支援を行います。 

就業を継続しながら安心して子育てができる、あるいは家族の介護を続けられるよ

う、多様な就労形態に応じた子育て・介護サービスの充実を図ります。 
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◇基本課題（１０） 多様な働き方の促進と就労支援 

施  策 内   容 担 当 課 

27 多様な働き方に関す

る啓発 

ライフステージにあわせた多様な

働き方を選択することができる社

会づくりのための啓発を行いま

す。 

人権男女共同参画課 

28 市民就業相談の実施 働く人（働きたい人）への支援の

ため、市民就業相談を実施します。 

産業政策課 

29 就職支援セミナーの

実施 

就職（再就職）のためのセミナー

などを開催し、必要な知識の習得

などの支援を実施します。 

人権男女共同参画課 

産業政策課 

 

◇基本課題（１１） 子育て支援・介護サービスの充実 

施  策 内   容 担 当 課 

30 多様な保育サービス

の提供 

延長保育、休日保育、病児・病後

児保育、一時預かり、子育てＳＯ

Ｓサービス事業などの実施により

働きやすい環境づくりを行いま

す。 

保育課 

31 ファミリー・サポー

ト・センター事業の推

進 

病児・病後児預かりも含め、地域

における子育ての相互援助活動を

行うことを支援します。 

保育課 

32 子育てに関する情報

提供や相談・支援体制

の充実 

子育てに関する情報提供や、「子育

てなんでもセンター」をはじめと

した相談や支援体制の充実を図り

ます。 

こども家庭課 

33 ショートステイ・ト

ワイライトステイ事

業の実施 

保護者の病気や仕事などで一時的

に養育できない場合に、子どもを

預かり、子育てを支援します。 

こども救援センター 

34 放課後児童クラブと

児童館の充実 

児童の健全育成のため、放課後児

童クラブと児童館の充実を図りま

す。 

こども家庭課 
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35 介護サービスの充実 介護を担っていても働き続けられ

るよう、「介護ＳＯＳサービス」な

どの介護サービスの充実を図りま

す。 

長寿社会課 

介護保険課 

36 高齢者サービスに関

する情報提供や相談

体制の充実 

「高齢者あんしんセンター」など

と連携し、介護保険など高齢者に

関するサービスの情報提供や、相

談体制の充実を図ります。 

長寿社会課 

介護保険課 

 

◆基本方針６ 地域活動等における男女共同参画と支援 

地域活動においては、従来の慣行や地域における慣習にとらわれることなく、男女

が対等な構成員として活動し、地域力を高めていけるよう働きかけていきます。 

また、男女共同参画を推進する団体の活動を支援するととともに、団体相互のネッ

トワークづくりを促進します。 

 

◇基本課題（１２） 地域活動・市民活動の運営等における男女共同参画の促進 

施  策 内   容 担 当 課 

37 地域活動等における

男女共同参画の促進 

地域活動や市民活動の役員構成や

運営面において、女性の積極的な

参画を促進します。 

人権男女共同参画課 

38 ＰＴＡ運営における

男女共同参画の促進 

ＰＴＡ運営に男女双方が積極的に

参加し、重要な役割に女性が参画

できるよう働きかけます。 

社会教育課 

39 学校評議員等の男女

共同参画の促進 

学校評議員、コミュニティ・スク

ール（学校運営協議会制度）委員

への女性の参画を促進します。 

学校教育課     

社会教育課 

 

◇基本課題（１３） 市民活動への支援とネットワークづくりの促進 

施  策 内   容 担 当 課 

40 市民活動への支援と

ネットワークづくり

の促進 

関係する市民団体の活動を支援す

るとともに、団体相互のネットワ

ークづくりを促進します。 

人権男女共同参画課 
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基本目標Ⅲ 安心して暮らせる環境づくり 

◆基本方針７ あらゆる暴力の根絶 

ＤＶ、性暴力、ストーカー行為等は、重大な人権侵害であり、決して許されるもの

ではありません。 

暴力による相手の支配は、個人の尊厳を傷つけ、男女共同参画の推進を阻むもので

す。被害者の多くが女性であることから、女性に対するあらゆる暴力の防止と根絶に

向けて、市民への意識啓発や公的機関への相談につながるよう多様な広報活動の強化

を図ります。 

ＤＶ被害に関しては、配偶者暴力相談支援センターが中心となり、関係機関・団体

と連携しながら、発見から保護、自立まで切れ目のない支援を行います。

また、ＤＶと児童虐待は相互に重複して発生する場合が少なくないことから、児童

虐待対応部門で連携し、適切な安全確保と自立に向けた支援を行います。 

 

◇基本課題（１４） 女性に対する暴力の根絶のための啓発 

施  策 内   容 担 当 課 

41 人権侵害の正しい理

解や被害防止のため

のセミナーなどの実

施 

人権侵害の正しい理解を促し、被

害防止のためのセミナーなどの啓

発事業を実施し、女性に対する暴

力の根絶を目指します。 

人権男女共同参画課 

42 女性に対する暴力の

防止のための啓発活

動の推進 

「女性に対する暴力をなくす運

動」等にあわせて、広報紙やリー

フレットなどの活用により、暴力

防止に向けた啓発活動を行いま

す。 

人権男女共同参画課 

43 若年層を対象とした 

交際相手からの暴力 

の予防啓発 

若年層に対してデートＤＶ予防啓

発に関する情報提供や働きかけを

行います。 

人権男女共同参画課 

44 セクシュアル・ハラ

スメント防止対策の

実施 

セクシュアル・ハラスメントに関

する相談に適切に対応するととも

に、被害防止について周知します。 

人権男女共同参画課 
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◇基本課題（１５） 配偶者等からの暴力被害者支援の充実 

施  策 内   容 担 当 課 

45 相談窓口の周知と被

害者の早期発見 

相談窓口カードや広報紙等を通じ

て、被害者が公的機関への相談に

つながるよう相談窓口を周知し、

被害者の早期発見・相談、支援を

行います。 

人権男女共同参画課 

46 相談体制の充実と相

談員の資質の向上 

適切な対応を図るための相談体制

の充実を図ります。また、複雑多

岐にわたるＤＶ相談に対応するた

め、専門研修を通じて相談員のス

キルアップに努めます。 

人権男女共同参画課 

47 被害者の安全確保と

自立のための支援の

実施 

ＤＶ被害者の安全を確保し、適時

一時保護につなげます。また、被

害者の状況に応じた自立支援のた

めの必要な情報提供を行います。 

人権男女共同参画課 

48 関係機関・団体との

連携強化 

虐待や貧困など複合的な問題を抱

える被害者に対応するため、配偶

者暴力相談支援センターが関係機

関や民間団体と連携し、切れ目の

ない支援を行います。 

人権男女共同参画課 

◆基本方針８ 自立支援の取組 

非正規雇用や単身世帯・ひとり親世帯の増加、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響もあり、貧困や社会的孤立など生活上の困難に陥りやすい人が増えています。さら

に女性であることで複合的に困難な状況に置かれている場合もあり、多面的に支援を

行う必要があります。 

男女共同参画の視点に立ち、困難を抱えた人々が安心して暮らせるよう相談・支援

体制を充実します。 
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◇基本課題（１６） 困難を抱えた人々が自立するための相談・支援体制の充実 

施  策 内   容 担 当 課 

49 男女共同参画相談の

実施 

男女の日常生活で生じる問題や離

婚などに関わる相談を実施しま

す。 

人権男女共同参画課 

50 家庭児童相談事業の

実施 

家庭や子育てに関する悩みについ

て相談に応じ、必要な支援を行い

ます。 

こども救援センター 

51 ひとり親家庭への支

援の実施 

母子家庭または父子家庭が抱える

相談に応じ、必要な支援を行いま

す。 

こども家庭課 

52 生活困窮者自立相談

支援事業の実施 

生活に困っている人に対し、就労

や家庭、心身のことなど生活上抱

えている問題を整理し、自立に向

けた支援を行います。 

社会福祉課 

 

◆基本方針９ 防災分野における取組の推進 

東日本大震災の避難所運営において、男女のニーズの違いへの配慮が不足していた

こと等を踏まえ、男女共同参画の視点を取り入れた防災対策に取り組むとともに、

様々な立場の人に配慮した防災意識の向上を図ります。 

災害時には、平常時における課題がより一層顕著に現れるため、平常時からの男女

共同参画社会づくりが、防災・復興を進める基盤となります。自主防災活動において

女性の参画を促進することで、地域防災力の向上を図ります。 

◇基本課題（１７） 防災における男女共同参画の推進 

施  策 内   容 担 当 課 

53 男女共同参画の視点

を取り入れた防災対

策の推進 

災害時に生じる諸問題の解決に向

けて、男女共同参画の視点を取り

入れた防災対策に取り組みます。 

防災安全課 

54 地域防災活動におけ

る女性の参画の促進 

地域防災力の向上を図るため、自

主防災活動への女性の参画を働き

かけます。 

防災安全課 

 

20



 

第４章 推進体制 

 

推進体制の整備・強化 

 計画の推進・管理 

第５次計画の推進と進行の管理 

第５次計画を着実に推進し効果を上げていくため、庁内組織である高崎市男女共同参画

社会推進会議及び高崎市男女共同参画審議会において、毎年、計画搭載施策の進捗状況を

把握するとともに結果を評価し、必要な見直しを行うなどの進行管理を行います。 

また、基本目標ごとの指標項目と計画終了時の目標値を設定し、推移を確認しながら目

標達成に努めます。 

 

男女共同参画センターの運営 

啓発活動等の展開及び市民団体等との連携・協働によるセンター機能の充実 

男女共同参画センターは、男女共同参画の拠点施設として、ＮＰＯ法人等の市民団体等

や他の行政機関と連携・協働による啓発活動や情報発信を展開するなど、男女共同参画社

会の形成を目指し充実した運営を図ります。 

 

１ ＮＰＯ法人や他の行政機関等との連携・協働により啓発活動を展開し、拠点施設とし

ての機能の充実を図ります。 

２ センターでの啓発事業等の実施結果や、参加者アンケート等の分析により、事業の改

善を図ります。 
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指標項目と目標値 

 

基本目標Ⅰ 男女平等の意識づくり 

指 標 項 目 

第４次計画（前回） 第５次計画 

基準値

（年度） 

目標値

（年度） 

基準値

（年度） 

目標値

（年度） 

１「男女共同参画社会」の認知度 
28.8% 

(2016) 

50%

（2021） 

31.6% 

(2021)  

50%

（2026） 

２家庭生活で、男女の地位が平等となっ

ていると思う人の割合 

33.8% 

(2016) 

40%

（2021） 

28.9% 

(2021)  

40%

（2026） 

３職場で男女の地位が平等となってい

ると思う人の割合 

18.9% 

(2016) 

30%

（2021） 

24.3% 

(2021)  

40%

（2026） 

４「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきであ

る」という固定的な性別役割分担の考えに

反対（注）の人の割合   （注）「どちらか

といえば反対」を含む 

58.0% 

(2016) 

70%

（2021） 

66.6% 

(2021)  

75%

（2026） 

 

 

基本目標Ⅱ 男女共同参画による社会づくり 

指 標 項 目 

第４次計画（前回） 第５次計画 

基準値

（年度） 

目標値

（年度） 

基準値

（年度） 

目標値

（年度） 

５夫婦が同じくらい子育てを担ってい

る家庭の割合 

27.1% 

(2016) 

40%

（2021） 

26.9% 

(2021)  

40%

（2026） 

６「男性は育児休業や介護休業を利用しに

くい慣習や雰囲気がある」と思う人の割

合 

34.4% 

(2016) 

25%

（2021） 

30.9% 

(2021)  

20%

（2026） 

７審議会等附属機関の女性委員登用割

合 

28.9% 

(2016) 

30%

（2022） 

30.2% 

(2021)  

40%

（2027） 

８農業委員に占める女性の割合 
20.0% 

(2017) 

24%

（2022） 

16.7% 

(2022)  

24%

（2026） 
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９市役所における管理職に占める女性

職員の割合（課長職以上）  

10.7% 

(2017) 

12%

（2021） 

10.6% 

(2022)  

17%

（2026） 

10 市役所における管理職に占める女性

職員の割合（係長職以上） 

18.8% 

(2017) 

30%

（2021） 

21.0% 

(2022)  

30%

（2026） 

11 市役所の男性職員の育児休業の取得

率 

1.4% 

(2017) 

13%

（2020） 

18.2% 

(2021)  

30%

（2025） 

 

基本目標Ⅲ 安心して暮らせる環境づくり 

指 標 項 目 

第４次計画（前回） 第５次計画 

基準値

（年度） 

目標値

（年度） 

基準値

（年度） 

目標値

（年度） 

12 恋人やパートナーなど親密な関係に

ある人からの暴力の被害経験割合（全

体値） 

21.4% 

(2016) 

13%

（2021） 

25.3% 

(2021)  

13%

（2026） 

13 恋人やパートナーなど親密な関係に

ある人への暴力の加害経験割合（全体

値） 

12.6% 

(2016) 

7%

（2021） 

11.3% 

(2021)  

7%

（2026） 

14「高崎市 DV 電話相談」の認知度 
11.4% 

(2016) 

30%

（2021） 

24.2% 

(2021)  

40%

（2026） 

15 恋人やパートナーなど親密な関係に

ある人からの暴力の被害経験のうち

どこ（だれ）にも相談しなかった人の

割合（全体値） 

－ － 
59.1% 

(2021)  

30%

（2026） 

 

【基準値と目標値の見方】 

*１～６、12～15 は、第４次計画の基準値として、2016 年に実施した男女共同参画に関する市民

アンケートの実績値です。第５次計画の基準値は、2021 年に実施した男女共同参画に関する市市

民アンケートの実績値です。第５次計画の目標値は、2026 年に実施予定の市民アンケートにおい

て目標とする数値です。 

*７の基準値は、計画策定年度（第４次 2017 年、第５次 2022 年）の前年の実績値です。目標値

は、計画最終年度において目標とする数値です。 

*８は、目標値の 2026 年は、農業委員の３年ごとの改選を行う年です。 

*９～11は、女性活躍推進法に基づく高崎市女性職員活躍推進行動計画による数値目標です。 
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配偶者からの暴力対策関係 

機関連絡会議 

会 長：市民部長 

 

事 業 者 市 民 
NPO 法人等 

市民団体 

男女共同参画社会推進会議 

 

会 長：副市長 
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審 
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会 

計画事業の展開 参画・連携 

諮 問 

答 申 

計画の推進体制概念図 

人権男女共同参画課 

（男女共同参画センター・配偶

者暴力相談支援センター） 

 


